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第１章 はじめに 

第１節 背景・経緯 

反応性窒素（一酸化窒素（NO）、二酸化窒素（NO2）、一酸化二窒素（N2O）、1 

硝酸（HNO3）、亜硝酸（HNO2）、アンモニア（NH3）等、窒素ガス（あるいは分子2 

窒素、N2）以外の化学形態である窒素化合物）は、主に化学肥料や化学製品の原料3 

として用いられるが、大気汚染、水域の富栄養化、地下水汚染等、多くの環境媒体4 

に影響を及ぼしている。 5 

人類は、20 世紀初頭にハーバー・ボッシュ法を実用化したことで、1960 年頃以降、6 

アンモニアから製造される窒素化学肥料の消費量が急速に増加し、これに呼応して7 

穀物生産量や肉類生産量も増加した（図１）。また、アンモニアから化学合成され8 

る窒素化合物は、ポリマーやセラミックスといった素材に使われるなど、製造産業9 

で様々な用途に利用されており、現在の豊かな生活を支えている。さらに、アンモ10 

ニアは、燃焼時に二酸化炭素（CO2）を排出しないことから、発電、船舶分野を中心11 

に、大気環境とも調和しつつ脱炭素化に寄与するアンモニアの将来的な利用拡大が12 

期待されている。 13 

 14 

 15 

図１ アンモニア製造量と窒素化学肥料消費量及び食料生産量の推移 16 

（出典：林ほか（2021）「図説窒素と環境の科学」を改変） 17 

 18 

一方、人間活動による地球システムへの様々な影響を客観的に評価する方法の19 
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一例として、「地球の限界（プラネタリー・バウンダリー）」（図２）1の研究によ20 

れば、農業・工業といった人為的な活動により生じる窒素（主に HNO3、HNO2、及21 

びアンモニア）の海洋や土壌への流出の影響を示す「窒素の生物地球化学的な循環」22 

は、地球の限界を大幅に超えている。加えて、窒素は、N2O の形態では温室効果ガ23 

スかつオゾン層破壊物質になることから、「気候変動」と「成層圏オゾンの破壊」24 

に、窒素酸化物である NOx（NO と NO2 を合わせた総称）やアンモニアの形態では25 

「大気エアロゾルの負荷」に関与する。窒素はリンと並ぶ主要な栄養塩類であるが、26 

過多による富栄養化も過小による貧栄養化も生物多様性に影響をもたらすことから27 

「生物圏の一体性」に関わる。「土地の改変」は森林伐採や土壌流出の影響を指し、28 

有機炭素の文脈で語られるが、土壌有機物や樹木には当然ながら炭素とともに窒素29 

も含まれる。このように、「窒素」は、地球システムの広い分野に影響している。 30 

 31 

 32 

図２ プラネタリー・バウンダリー（2023年アップデート） 33 

（出典）Azote for Stockholm Resilience Centre, based on analysis in Richardson et al 2023 より 34 

 35 

国連環境総会（UNEA）では、2019 年に持続可能な窒素管理に関する決議（決議36 

4/14）が採択され、地球規模の窒素循環に関する政策の調整の改善を促進する選択肢37 

を検討することとされた。また、2022年の同決議（決議 5/2）で、過剰なレベルの栄38 

養素、特に窒素及びリンは、水、土壌、大気質、生物多様性、生態系の機能等に影39 

 

 
1 Stockholm Resilience Centre (2023) https://www.stockholmresilience.org/research/planetary-

boundaries.html（2024年１月閲覧） 
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響を及ぼすことに留意し、加盟国に対し、2030 年までに、そしてそれ以降も、廃棄40 

窒素（窒素の生産と消費に伴って環境に出ていく反応性窒素や、資源として活用さ41 

れずに大気中に戻る不活性な N2）を世界的に顕著に削減するための行動を加速させ42 

ることや、国家行動計画の情報を共有することを奨励した。これらの決議を実施す43 

るため、国連環境計画（UNEP）の下に作業部会（以下「窒素 WG」という。）が設44 

置され、議論が進められた。我が国からは、環境省、農林水産省及び専門家が参加45 

し、我が国の取組の情報共有や、行動計画のテンプレート作成の議論に貢献した。 46 

こうした状況を踏まえ、我が国としても、2023 年から、関係省庁連絡会議（別紙47 

１）と専門家による検討会（別紙２）を開催し、UNEA 決議で求められる持続可能48 

な窒素管理の行動計画の策定に向けて議論・検討を進めてきた。今般、第６次環境49 

基本計画（令和６年５月 閣議決定）に基づき、持続可能な窒素管理の行動計画を策50 

定することとした。 51 

 

第２節 行動計画策定の意義 

反応性窒素は、水、土壌、大気といった様々な媒体にまたがって存在しているこ52 

とから、包括的な視点から窒素のマテリアルフローを一体的に管理する体制の構築53 

と対策が求められる。窒素は、食料生産や工業生産等において重要な物質であるが、54 

大気汚染、水域の富栄養化、地下水汚染等、多くの環境媒体に影響を及ぼしている。55 

また、我が国は主な化学肥料の原料のほぼ全量を輸入しており、肥料の安定供給、56 

経済・食料安全保障も課題である。 57 

このため、水・大気環境の保全・管理と、脱炭素、資源循環、自然共生との統合58 

的アプローチにより、持続可能な窒素及びリンの管理によって社会や地域に貢献す59 

る取組を推進する。具体的には、適正な施肥、堆肥や下水汚泥資源等の肥料の利用60 

の拡大、家畜排せつ物や下水汚泥資源のエネルギー利用等により、環境基準の超過61 

が継続する地下水の硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素や、水道水源にもなる湖沼等の富62 

栄養化への対処を進める。また、今後、拡大が見込まれる燃料、水素キャリア等の63 

用途でのアンモニアの開発・利用に当たり、NOx の排出量を増加させない技術を活64 

用し、NOx や N2O の排出回避を促進する。さらに、「きれいで豊かな海」に向けた65 

適切な栄養塩類管理等を進める。 66 

また、我が国における窒素のインベントリの精緻化や科学的知見の集約を進める67 

とともに、我が国の経験を窒素の消費量の増加が著しいアジア地域の途上国等にも68 

展開することなどにより、国際的な窒素管理にも貢献していく。 69 

 70 

 国内的視点では、UNEA 決議や UNEP の国際的な議論を契機に、持続可能な窒素71 

管理の行動計画を策定することにより、関係各省がそれぞれ実施してきた既存の取72 

組を「窒素」を切り口に再整理、俯瞰することで、認識を一つにし、新たな各省連73 

携プロジェクトに向けたシナジーを生み出す意義がある。我が国や地域にメリット74 
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をもたらすプロジェクトを、水・大気環境の保全・管理と、炭素中立（カーボンニ75 

ュートラル）、循環経済（サーキュラーエコノミー）、自然再興（ネイチャーポジ76 

ティブ）との「統合的アプローチ」の取組として実施する。 77 

 国際的視点では、アジア諸国の窒素管理の促進にも貢献するため、東アジア酸性78 

雨モニタリングネットワーク（EANET）、大気質改善と気候変動対策とのコベネフ79 

ィット・アプローチに関する事業（以下「コベネフィット関連事業」という。）、80 

アジア水環境パートナーシップ（WEPA）、アジア水環境改善モデル事業といった、81 

我が国の国際協力の枠組みを活用し、我が国の知見・経験の情報提供、能力開発、82 

技術移転を促進する。また、我が国のこれまでの窒素排出削減による水・大気環境83 

改善の成果を発信するツールとしても、UNEA 決議で求められる行動計画による情84 

報提供が有効である。行動計画策定プロセス、各省連携プロジェクトともに、関係85 

省庁連携の好事例についても、我が国が先行して作り、発信していくことが有効で86 

ある。 87 

 88 

第２章 窒素管理に関する我が国の状況 

第１節 我が国の概要 

 １．人口 

日本の 2020年の総人口は、約１億２千６百万人であり、世界全体の 1.5%（全世界89 

人口：約 78億４千百万人2）を占めている。 90 

 91 

表１ 本国の総人口及び年齢構成 92 

年 人口（千人） 構成割合（%） 

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上 

2020年 126,146 15,031 75,087 36,026 11.9 59.5 28.6 

出典：総務省統計局 令和２年国勢調査 人口等基本集計結果 結果の概要 93 

 

 ２．気候 

日本は、アジア太平洋の東の海上に位置し、南北に長く山地が多いことから様々94 

な気候区分に属している。北は亜寒帯、南は亜熱帯の気候であり、日本海側と太平95 

洋側でも気候が異なる。気候によって、森林の構成樹種や、主要な農畜産物が異な96 

ることが、地域の窒素動態にも影響する。 97 

日本は、同じ北半球のパリ（フランス）、ニューヨーク（米国）や南半球のシド98 

ニー（オーストラリア）に比べて、降水量の季節変化及び降水量の総量が大きい。99 

このため、日本では土壌等の陸域生態系に流入した反応性窒素が、水域等に比較的100 

 

 
2 総務省統計局 世界の統計 2023 
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流出しやすいと考えられる。 101 

 102 

 103 

図３ 日本の気温・降水量・日照時間の季節変化（札幌、東京、福岡、那覇） 104 

出典：気象庁ホームページ 日本の天候の概説105 

（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kisetsu_riyou/tenkou/gaisetu.html） 106 

 107 

  108 

   109 

図４ 世界の各国の気温・降水量の季節変化（東京、パリ、ニューヨーク、シドニ110 

ー） 111 

出典：気象庁ホームページ 世界の地点別平年値について 112 

東京（日本） パリ・オルリー空港（フランス） 

ニューヨーク（米国） シドニー（オーストラリア） 
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（https://www.data.jma.go.jp/cpd/monitor/normal/about_normal.html） 113 

 

 ３．製造業及び農業部門 

日本の産業において、国内総生産（名目）、事業所数、従業者数に占める農林水114 

産業の割合は小さく、それぞれ１%以下である。一方、製造業は、国内総生産の約115 

19％、従業者数の約 14％で比較的大きな割合を占めている。このため、ハーバー・116 

ボッシュ法等で人工的に固定した窒素量のうち、世界では約 80％を化学肥料に使用117 

しているが、我が国での化学肥料への使用割合は 40～50％程度であり、世界と比較118 

してそのほかの工業製品への使用割合が大きいことが特徴である3。 119 

 120 

表２ 本国の製造業及び農業部門の国内総生産、事務所数、従業者数 121 

部 門 
① 国内総生産（名目） 
（10億円）（2022年） 

② 事業所数 

（2021年） 

③ 従業者数 
（千人）（2021年） 

製造業 
107,617.8 

（19.2%） 

412,682 

（7.8%） 

8,804 

（14.1%） 

農林水産業 

（農林漁業） 

5,695.6 

（1.0%） 

43,623 

（0.8%） 

461 

（0.7%） 

合計 
113,313 

（20.2%） 

456,305 

（8.6%） 

9,265  

（14.8%） 

  出典：①内閣府「国民経済計算年報」 122 

②③総務省「令和３年経済センサス－活動調査」 123 

 注：各統計による製造業部門、農業部門の定義は一致していない。 124 

  125 

 

 
3 Hayashi et al. (2021) Nitrogen budgets in Japan from 2000 to 2015: Decreasing trend of nitrogen loss to the 

environment and the challenge to further reduce nitrogen waste. Environmental Pollution, 286, 117559. 

https://doi.org/10.1016/j.envpol.2021.117559 
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第２節 我が国の反応性窒素の使用状況 

 １．日本におけるアンモニアの生産・輸入量 

2019 年において、世界のアンモニア生産量は約２億トンであり、そのうちの約126 

32％が東アジアで生産されている。日本におけるアンモニア消費量は、2019 年で約127 

108 万トンであり、世界のアンモニア生産量の約 0.5%を占めることになる。このう128 

ちの約８割が国内生産、約２割をインドネシアやマレーシアから輸入している。 129 

なお、国内の反応性窒素の製造量及び純輸入量は、2015 年で約 588 万トンであり、130 

燃料由来の窒素や、化学肥料原料等のアンモニア以外の形態の窒素も製造・輸入さ131 

れている。（本章第２節３．参照のこと） 132 

 133 

 134 

図５ 世界のアンモニアの生産量の内訳（2019年） 135 

出典：資源エネルギー庁資料 136 

 137 
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 138 

図６ 日本のアンモニア消費量と生産・輸入内訳（2019年） 139 

出典：貿易統計及び経済産業省生産動態統計年報 140 

 141 

 ２．日本における窒素の用途 

世界的には、反応性窒素の主用途として化学肥料の割合が多く、工業用途の占め142 

る割合が約 20%と報告されており、日本では、アンモニア生産量に占める工業用途143 

の割合は 50% 以上であることが特徴的である4。日本では窒素の化学肥料の主原料で144 

ある尿素やりん安（リン酸アンモニウム）のほぼ全量を輸入しており、肥料生産業145 

者が作った肥料は、様々な販路（主に農協）を通じて農業者に販売される（図７）。146 

また、家畜排せつ物は、堆肥等として、発生量の約 81%（2022 年度）が農業利用さ147 

れる。尿素やアクリロニトリル等の化学工業の原料も窒素の重要な用途である。 148 

「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（2021 年６月策定）で149 

は、産業政策・エネルギー政策の両面から、成長が期待される 14 の重点分野の１つ150 

として燃料アンモニア産業をあげている。2030 年までに石炭火力への 20％混焼の導151 

入・普及（短期目標）、2050 年までに混焼率の向上（50%）や専焼化技術の実用化152 

（長期目標）を目指しており、2030 年には国内需要として年間 300 万トン、2050 年153 

には年間 3,000万トン（いずれもアンモニアとしての重量）を想定している。 154 

「脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（GX推進戦略）」（2023年７月閣議決定）155 

では、水素・アンモニアは、発電・運輸・産業など幅広い分野で活用が期待される156 

と明記されている。また、大規模かつ強靱なサプライチェーンを国内外で構築する157 

ため、国家戦略の下で、クリーンな水素・アンモニアへの移行を進め、脱炭素型の158 

調整力確保に向けて、水素・アンモニアの混焼・専焼の推進を進めるとしている。 159 

 

 
4 片桐究, 溝口修史, 松八重一代, 長坂徹也(2018)「日本における産業を中心とした窒素フローの 2005年

から 2015年にかけての変化」日本 LCA学会誌、2018 年 14 巻 4 号 pp. 319-331 
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 160 

図７ 2022年における肥料の国内流通構造 161 

出典：農林水産省資料 162 

 163 

図８ 2022年における家畜排せつ物の利用状況 164 

出典：農林水産省資料 165 

 166 
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 167 

図９ 日本の下水汚泥発生量とリサイクル状況 168 

出典：国土交通省資料 169 

 

 ３．日本における窒素の収支 

国内の大気や水域、人間社会や農地等の様々な媒体には、アンモニアだけではな170 

く、多様な形態の反応性窒素が出入りしており、その中には食料・肥料・製品等に171 

含まれる窒素もある。我が国の窒素収支について、最新の研究によると、2010 年の172 

日本において、窒素の純流入量は約 479 万トン窒素であり、化石燃料に由来する量173 

（約 367万トン窒素）が大部分を占めた。 174 

産業用途の窒素は、輸入した窒素が約 550 万トン窒素、大気の N2から固定した窒175 

素が約 99万トン窒素、廃棄処理段階でリサイクルされた窒素が約 29万トン窒素で構176 

成された。産業からエネルギーに移行する窒素は、370 万トン窒素であり、そのうち177 

の約 78 万トン窒素が反応性窒素として大気へ排出された（N2 としての大気排出は178 

293万トン窒素）。 179 

作物生産・草地に投入される肥料中の窒素は約 79 万トン窒素であり、そのうちの180 

約 14万トン窒素が反応性窒素として大気へ（N2として約 14万トン窒素）、約 36万181 

トン窒素が陸水へ排出された。家畜生産に投入する飼料における窒素は約 87 万トン182 

窒素であり、そのうちの約 31万トン窒素が堆肥、約 17万トン窒素が製品として産業183 

に戻り、約 18万トン窒素が反応性窒素として大気へ排出された。 184 

消費者に移行する窒素は約 110 万トン窒素であり、そのうちの約 66 万トン窒素が185 

廃棄物及び下水に移行し、約１万トン窒素が反応性窒素として大気へ、約 37 万トン186 

窒素が陸水へ排出された。 187 

 188 
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 189 

図 10 2010年における窒素フロー（単位：Gg 窒素/年）*1 Ggは 1千トン 190 
黒の実線矢印：人間社会に関係する反応性窒素フロー  赤の実線矢印：大気経由の反応性窒素フロー 191 
紫の点線矢印：大気への脱窒（N2）フロー     青の実線矢印：水に関連する反応性窒素のフロー 192 
B：流入と排出の差 193 

出典：Hayashi et al. (2021) 6ページ脚注 3  194 

 195 

経年変化を見ると、2000～2015 年の日本において、環境への反応性窒素の排出量196 

は年間 186～229 万トン窒素であり、経年的に減少した。エネルギー・製造産業由来197 

の反応性窒素の排出量は年間 74～94 万トン窒素であり、総排出量に占める割合は198 

40％前後で推移した。農業（作物・家畜・草地）由来の反応性窒素の排出量は年間199 

66～81 万トン窒素であり、総排出量に占める割合は 35%前後で推移した。ただし、200 

農業由来の反応性窒素の一部は、廃棄物・下水由来の反応性窒素の排出量に含まれ201 

ている。反応性窒素の排出量のうち 62～64%が NOx、アンモニア、N2O として大気202 

に排出され、残りは硝酸態窒素等として主に陸水域に排出された。 203 

 204 
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 205 

図 11 人間活動に伴う環境への反応性窒素の排出（発生源別、2000年～2015年） 206 

出典：農研機構 （研究成果） 日本の 2000年から 2015年の窒素収支を解明 207 

 208 

 209 

図 12 人間活動に伴う環境への反応性窒素の排出（化学種別、2000年～2015年） 210 

出典：農研機構 （研究成果） 日本の 2000年から 2015年の窒素収支を解明 211 

  212 
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第３節 我が国の窒素管理に係る施策の実施状況 

 １．大気環境管理 

大気環境における窒素管理については、環境基本法（平成５年法律第 91 号）にお213 

いて、大気汚染に係る NO2 の環境基準を定めている。国では、この環境基準を達成214 

することを目標に、大気汚染防止法（昭和 43年法律第 97号）において、固定発生源215 

である工場や事業場から排出又は飛散する NOx の排出基準や、移動発生源である自216 

動車から排出される NOx を含む自動車排出ガス量の許容限度を定め、総量削減計画217 

に基づく地域や工場ごとの総量規制等の排ガス規制を実施してきた。また、自動車218 

排ガスによる汚染が著しい地域においては、自動車から排出される NOx 及び粒子状219 

物質（PM）の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平成４年法律第220 

70 号）（以下「自動車 NOx・PM 法」という。）に基づき、車種規制、低公害車の221 

普及促進等を実施してきた。また、悪臭防止法（昭和 46年法律第 91号）において、222 

特定悪臭物質にアンモニアを指定し、規制地域内の工場・事業場の事業活動に伴っ223 

て発生する悪臭の規制等を行ってきた。 224 

こうした取組により、我が国において反応性窒素による大気汚染は大幅に改善し、225 

NO2 濃度は一般環境大気測定局（以下「一般局」という。）、自動車排出ガス測定226 

局（以下「自排局」という。）において、どちらも順調に低下し、2021 年度には全227 

ての一般局、自排局で環境基準を 100％達成した。また、硝酸イオン（NO3
－）やア228 

ンモニウムイオン（NH4
＋）から成る塩を含む微小粒子状物質（PM2.5）の大気濃度は、229 

一般局、自排局において 2010 年度から 2021 年度にかけて大きく低下し、2021 年度230 

には全ての一般局、自排局で環境基準を 100％達成した。さらに、自動車 NOx・PM 231 

法については、2022 年４月の中央環境審議会「今後の自動車排出ガス総合対策の在232 

り方について（答申）」において、NO2 及び浮遊粒子状物質（SPM）に係る環境基233 

準の確保という目標はほぼ達成されたと評価がなされた。 234 

加えて、NOx の大気年間排出量は、2015 年度の約 170 万トンから、2018 年度では235 

142 万トンまで減少し、船舶や自動車等の移動排出起源からの排出量が減少した。な236 

お、アンモニアの大気年間排出量は、2015 年度及び 2018 年度で約 45 万トンであっ237 

た。 238 

一方、NOx が生成及び消滅に関与している光化学オキシダント（Ox）の環境基準239 

達成率は依然として低い状況が続いている。また、自動車 NOx・PM 法については、240 

一部の測定局では NO2 に係る環境基準を達成しているものの環境基準値を超過する241 

可能性が十分低い濃度レベルには至らなかったこと等を踏まえ、各種施策を継続し242 

つつ５年後を目途に制度の在り方について改めて検討すべきとされた。 243 

また、今後、燃料、水素キャリア等のアンモニアの普及拡大が見込まれ、大気244 

環境への排出抑制と両立した取組の推進が必要である。 245 

 246 
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 247 

 248 

図 13 NO2及び NO濃度の年平均値の推移 249 

出典：環境省 令和３年度大気汚染物質に係る常時監視測定結果 250 

 251 

 252 

図 14 PM2.5濃度の年平均値の推移 253 

出典：環境省 令和３年度大気汚染物質に係る常時監視測定結果 254 

 255 
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  256 

図 15 NOx及びアンモニアの排出量（2015年度、2018年度） 257 

出典：環境省 PM2.5等大気汚染物質排出インベントリ 258 

（2015年度値は試算段階のものであり確定値でないことに留意） 259 

 260 

気候変動対策としては、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第261 

117号）に基づき、温室効果ガスの 1つである N2Oを対象に、温室効果ガスを相当程262 

度多く排出する者（特定排出者）に、自らの温室効果ガスの排出量を算定及び国に263 

報告することを義務付けている。また、地球温暖化対策計画（令和３年 10月 22日閣264 

議決定）における N2O の施策として、工業過程での排出削減対策、全連続式焼却炉265 

の導入の推進等による廃棄物・下水汚泥等の焼却施設における燃焼の高度化等を進266 

めてきた。 267 

こうした取組により、2022年度の N2O排出量は、1990年度比で 40.3％減少した。268 

これは、工業プロセス及び製品の使用分野からの排出量（化学産業のアジピン酸製269 

造に伴う排出量等）が減少したこと等に起因する。2013 年度比では 13.3%減少して270 

おり、燃料の燃焼・漏出、工業プロセス及び製品の使用、廃棄物、農業の順でこれ271 

らの排出削減が効いていた。 272 

なお、NO3
－や NH4

＋を含むエアロゾルや、その前駆体である NOx、アンモニアは、273 

大気中での化学的・物理的に反応性が高い化合物であり、気候に影響を及ぼす短寿274 

命気候強制力因子（SLCF）として挙げられている。SLCF に関する方法論報告書は、275 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 60回総会の決定に基づき、2027年までに276 

作成されることとされている。 277 
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 278 

図 16 N2Oの排出量の推移 279 

出典：環境省（2024） 2022 年度の温室効果ガス排出・吸収量（詳細） 280 

 

 ２．水環境管理 

水環境における窒素管理については、環境基本法において、公共用水域および地281 

下水の水質汚濁に係る環境基準として人の健康の保護に関する環境基準（以下「健282 

康項目」という。）に硝酸性窒素・亜硝酸性窒素、生活環境の保全に関する環境基283 

準（以下「生活環境項目」という。）に全窒素を定めている。国では、この環境基284 

準を達成することを目標に、水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号）（以下「水285 

濁法」という。）において、汚水又は廃液を排出する施設（特定施設）を設置する286 

工場・事業場（特定事業場）からの排水に対する排水基準を定め、特定事業場から287 

公共用水域に排出される水に係る排水規制、下水道・浄化槽等の汚水処理施設の整288 

備等の水質保全に資する事業を実施してきた。なお、一般排水基準の遵守が直ちに289 

困難な一部の工業、畜産業の特定事業場には、期間を定めて暫定排水基準値を設け290 

ている。また、水道法（昭和 32 年法律第 177 号）においては、人への健康影響の観291 

点から硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素が水質基準項目に位置付けられているが、これ292 

らの物質は通常の浄水処理（凝集沈澱砂ろ過）では低減できず、低減が必要な場合293 

は、高度処理の導入等、水道事業者等に大きな負担を強いることとなる。このため、294 

水道事業等への影響の回避又は低減といった観点からも水環境における窒素管理は295 
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重要である。 296 

加えて、水質の汚濁に係る環境基準の確保が緊要な湖沼を対象に、湖沼水質保全297 

特別措置法（昭和 59年法律第 61号）に基づく湖沼水質保全計画による汚濁負荷対策298 

や湖辺域の植生・水生生物の保全等の湖辺環境保全の取組を行ってきた。さらに、299 

人口・産業が集中する広域的な閉鎖性海域（東京湾・伊勢湾・瀬戸内海）を対象に、300 

水濁法及び瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和 48 年法律第 110 号）（以下「瀬戸内301 

法」という。）に基づき、窒素等の指定項目について総量削減目標量の設定および302 

規制対象事業者への規制を実施する等、全窒素の総量削減を行ってきた。この他、303 

覆砂等による底質環境の改善等、健全な生態系の保全・再生・創出に向けた取組を304 

行ってきた。 305 

こうした取組により、我が国において反応性窒素による水質汚濁は、大幅に改善306 

し、河川・湖沼・海域において、2022 年度の健康項目の硝酸性窒素及び亜硝酸性窒307 

素の環境基準超過率は 0.05%となった。また、海域における生活環境項目の全窒素の308 

環境基準超過率は、1995年度から大幅に改善し、2022年度には 0.7%となった。さら309 

に、地下水における硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の環境基準超過率も、2003 年度を310 

ピークに改善傾向にあり、2022年度は 2.7%であった。 311 

一方、湖沼における生活環境項目の全窒素の環境基準達成率は、未だに低い状況312 

が続いており、大きな改善傾向がみられていない。また、地下水の硝酸性窒素及び313 

亜硝酸性窒素の環境基準達成超過率は改善傾向にあるとはいえ、地下水環境基準項314 

目の中でも特に長期間にわたり高い状況が継続している。 315 

他方、瀬戸内海や伊勢湾等の海域では、栄養塩類の不足等によるノリの色落ち等316 

の水産資源への影響の問題が生じていると指摘されており、健全な水循環、物質循317 

環の維持・回復が求められる。 318 

  319 
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 320 

 321 

図 17 湖沼（上図）・海域（下図）における全窒素及び全燐の環境基準達成率の推移 322 

出典：環境省「令和４年度公共用水域水質測定結果（2024年３月）」 323 

 324 
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 325 

図 18 地下水概況調査における環境基準超過率の推移 326 

出典：環境省「令和４年度地下水質測定結果（2024年３月）」 327 

 

 ３．農業・畜産業 

我が国における窒素の用途として農業用の肥料があり、過剰に施用される窒素の328 

一部が大気環境及び水環境に排出される。 329 

農業で使用される窒素として、アンモニア性窒素または硝酸性窒素があり、これ330 

らを含んだ肥料は 1900 年頃から使用されている。肥料の品質の確保等に関する法律331 

（昭和 25 年法律第 127 号）では、肥料の品質等を確保するため、肥料を生産しよう332 

とする場合は、国又は都道府県に登録又は届出をすることを義務付け、公定規格等333 

に適合したもののみ流通を認めている。化学肥料の削減と堆肥等の有機質資材の活334 

用促進のため、2020 年の法改正により、肥料の配合に関する規制の見直しを行った。 335 

化学肥料の使用量低減に向け、各都道府県では、管轄地域の土壌質や生産作物に336 

応じて作成された「施肥基準」「土壌診断基準値」「減肥基準」を、施肥に関する337 

基本知識や効率的な施肥技術情報等とともにとりまとめ、公表している。 338 

さらに、みどりの食料システム戦略（令和３年５月策定）では、2030 年までに輸339 

入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量を 20％低減（2016 肥料年度比）、340 

2050 年までに 30％低減することを目標として掲げており、環境と調和のとれた食料341 

システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法342 

律第 37 号）（以下「みどりの食料システム法」という。）に基づき、化学肥料の使343 

用低減等の環境負荷低減に取り組む生産者やその取組を支える事業者の計画を認定344 

し、こうした取組を後押ししている。また、農林水産省では、全ての補助事業等に345 

対して、肥料の使用状況の記録・保存や有機物の適正な施用による土づくり等の最346 

低限行うべき環境負荷低減の取組を義務化する「クロスコンプライアンス」を 2024347 
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年度より試行実施し、適正な施肥を推進している。 348 

土壌診断等による施肥の効率化が進展したこと等により、2021 年度時点で化学肥349 

料使用量は約 6%（2016肥料年度比）低減されているが、引き続き農業に係る肥料の350 

過剰な使用の低減を推進する必要がある。 351 

食料安全保障強化政策大綱（令和４年 12月策定）では、2030年までに堆肥・下水352 

汚泥資源の使用量を倍増し、肥料使用量（リンベース）に占める国内資源の利用割353 

合を 40％にすることを示している。現在、我が国は、主な化学肥料の原料のほぼ全354 

量を輸入しており、肥料の安定供給、経済安全保障・食料安全保障のために、適正355 

施肥、堆肥や下水汚泥資源等の国内資源の肥料利用の拡大により、肥料の輸入依存356 

度を減らすことで、食料生産のレジリエンスを向上させるとともに、国内における357 

適切な窒素管理を推進することが重要である。 358 

加えて、堆肥は土壌に炭素を蓄積させる効果もあり、農地や牧草地の管理活動に359 

よる CO2 の吸収に貢献している。しかし、堆肥の原料である家畜排せつ物の発生量360 

には地域偏在が見られることから、堆肥の広域流通やエネルギー利用等による資源361 

循環を更に推進する必要がある。 362 

 

 ４．廃棄物・資源循環 

窒素は産業活動に利用されるとともに、食料品等として人間社会の中に流入し、363 

それらから排出される廃棄物や下水を通じて、環境中に移行する。持続可能な窒素364 

管理のためには、窒素を含む廃棄物の適正処理や資源循環・有効利用に取り組むこ365 

とが必要である。 366 

窒素を含む廃棄物として、一般廃棄物の厨芥類や、産業廃棄物の汚泥、動物性残367 

渣、動物のふん尿が主に挙げられるところ、我が国では、国民や事業者に対し、廃368 

棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）（以下「廃棄物処理法」369 

という。）において、廃棄物の排出抑制や適正処理等を求めている。 370 

特に、食品廃棄物等については、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律371 

（平成 12 年法律第 116 号）（以下「食品リサイクル法」という。）により再生利用372 

等（発生抑制、再生利用、熱回収、減量）に取り組むことを食品関連事業者に課し373 

ている。加えて、食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第 19 号）（以374 

下「食品ロス削減推進法」という。）により、食品ロス（本来食べられるにもかか375 

わらず捨てられる食品）の削減に資する消費者と事業者との連携協力による食品ロ376 

ス削減の重要性の理解を深める普及啓発等を実施している。 377 

家畜排せつ物（牛、豚、鶏及び馬の排せつ物）については、廃棄物処理法におい378 

て産業廃棄物として、畜産農家に対して自らの責任で適切に処理することを定めて379 

いる。また、家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律（平成 11 年380 

法律第 112号）（以下「家畜排せつ物法」という。）において、野積み・素堀りを解381 

消し家畜排せつ物の管理（処理や保管）の適正化を図りつつ、利用促進を図ってい382 
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る。 383 

下水汚泥については、廃棄物処理法において産業廃棄物として適正処理すること384 

を定めている。また、下水道法（昭和 33年法律第 79号）においては、公共下水道管385 

理者は、発生汚泥等が減量化されるとともに、燃料又は肥料として再生利用される386 

よう努めなければならないとされている。 387 

こうした取組から、食品循環資源の再生利用等実施率は年々向上しつつあり、388 

2021年度の食品ロス量も 2000年度比で約 47%削減できている。家畜排せつ物につい389 

ては、家畜排せつ物法対象農家のうち 99.6％において構造設備基準に適合した管理390 

が行われており、2022 年は約 81%が農業利用されている。また、下水汚泥リサイク391 

ル率は、近年増加傾向にあり、2021 年度において約 77%であるが、このうち緑農地392 

利用は 14％に留まっている。 393 

しかしながら、家畜排せつ物の発生量は畜産が盛んな地域に偏在が見られること394 

から、有効利用を更に進めるためには、地域の実情に応じて広域流通等を検討する395 

必要がある。さらに、下水汚泥資源の肥料への活用は、約 1,000か所の下水処理場で396 

取り組まれているものの、複数の利用・処分の一つとして肥料利用を実施する処理397 

場が多く、全汚泥発生量に対する肥料利用の割合を高める必要がある。 398 

 399 

 400 

図 19 家畜排せつ物法の対象農家数 401 

出典：農林水産省 家畜排せつ物法施行状況等調査結果（令和５年 12月１日時402 

点） 403 

  404 



22 

 

表３ 窒素に関わる各媒体での法令 405 

媒体 法令 種別 対象 対象物質 環境基準/排出基準 備考 

大気環境 環境基本法 環境基準（健康項目） 大気 NO2 1時間値の 1日平均値

が 0.04~0.06ppmのゾ

ーン内またはそれ以下 

 

悪臭防止法 規制基準 大気 アンモニア 都道府県ごとに規制基

準・区域区分ごとに設

定 

 

大気汚染防止

法 

排出基準 固定発生源 NOx 施設・規模ごとに設定  

許容限度（排出基準） 移動発生源 NOx 車種・車両総重量ごと

に設定 

 

海洋汚染防止

法 

排出基準 船舶 NOx 放出海域、原動機の種

類、能力及び用途ごと 

汚水排出の規制もあり 

航空法 排出基準 航空機 NOx 発動機の定格推力及び

製造年月日ごと 

 

オフロード法 排出基準 特定特殊自動車 NOx 定格出力ごと  

自動車NOx・

PM法 

排出基準 自動車 NOx 車種・車両総重量ごと  

地球温暖化対

策推進法 

排出量報告義務 特定事業者 N2O   

水環境 環境基本法 

 

環境基準（健康項目） 

 

公共用水域、地

下水（環境基

準・浄化基準） 

NO3-N +  

NO2-N 

10mg  L-1*以下 水道水質基準において

も同じ 

*硝酸イオン濃度に

0.2259を乗じたもの、

亜硝酸イオン濃度に

0.3045を乗じたものの

合計量 

全シアン 検出されないこと  

環境基準（生活環境項

目） 

湖沼 全窒素 0.1~1.0mg L-1以下 5類型（Ⅰ~Ⅴ） 

海域 全窒素 0.2~1.0mg L-1以下 4類型（Ⅰ~Ⅳ） 

水質汚濁防止

法 

排水基準 工場, 事業場 NH4-N + 

NO3-N + 

NO2-N 

100mg L-1 * 公共用水域に排出 

*アンモニア性窒素に

0.4を乗じたもの、

亜硝酸性窒素及び硝

酸性窒素の合計量 

※一部の業種において

暫定排水基準あり 

シアン化合物 1mg CN L-1 公共用水域に排出 

全窒素 120mg L-1 

（日間平均 60 mg/L） 

閉鎖性海域、環境省告

示で指定された湖沼 

日排水量 50m3以上の

工場又は事業場 

※一部の業種において

暫定排水基準あり 

地下浸透基準 NH4-N 

NO3-N 

NO2-N 

0.7mg L-1 

0.2mg L-1 

0.2mg L-1 

基準以上のとき地下浸

透処理は不可 

総量規制基準 工場, 事業場 全窒素 都府県ごとに業種・施

設ごとに設定 

東京湾、伊勢湾、瀬戸

内海 

湖沼水質保全

特別措置法 

規制、 対策推進 工場, 事業場 全窒素 都道府県ごとに業種・

施設ごとに設定 

 

下水道法 排除基準 特定事業場 NH4-N +  

NO3-N + 

NO2-N 

380mg L-1 

（水質汚濁防止法に基

づく条例の上乗せ基準

がある場合は、上乗せ

基準値の 3.8倍未満） 

製造業又はガス供給業

による汚水が処理汚水

量の 1/4以上のとき等

では、125 mg L-1（又

は上乗せ基準値の 1.25
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媒体 法令 種別 対象 対象物質 環境基準/排出基準 備考 

倍未満） 

浄化槽法 対策推進 国民 有機態窒

素,、 

NH4-N、 

 NO3-N、 

NO2-N 

 高度処理型浄化槽 

水道法 環境基準（健康項目） 水道水 NO2-N 0.04mg L-1以下  

NO3-N + 

NO2-N 

10mg L-1以下  

シアン化物イ

オン及び塩化

シアン 

シアンの量に関して、

0.01mg/L以下 

 

農業・ 

畜産業 

肥料法 規制 事業者 肥料   

経済安全保障

推進法 

対策推進 農業事業者 肥料   

みどりの食料

システム法 

対策推進 事業者、農業事

業者 

化学肥料  2050年までに化学肥

料使用量 30％低減、

2030年までに 20％低

減（いずれも 2016肥

料年度比） 

食品衛生法 基準 事業者 NO2-N 0.04 mg L-1以下 清涼飲料水 

NO3-N + 

NO2-N 

10 mg L-1以下 

シアン（シア

ンイオン及び

塩化シアン） 

0.01 mg L-1以下 

KNO3、

NaNO3 

等の食品添加

物 

0.2 g L-1 

0.1 g L-1 

チーズ、清酒等 

食育基本法 対策推進 国民、事業者 有機態窒素   

廃棄物・

資源循環 

廃棄物処理法 規制・対策推進 一般廃棄物、産

業廃棄物 

有機態窒素   

食品リサイク

ル法 

対策推進 事業者、農業事

業者 

有機態窒素   

食品ロス削減

推進法 

対策推進 事業者 有機態窒素   

家畜排せつ物

法 

規制・対策推進 畜産事業者 有機態窒素, 

NO3-N 

  

水質汚濁防止

法 

排水基準 事業場（家畜） NH4-N + 

NO3-N + 

NO2-N 

・一般排水基準 

上記の「水環境 水質

汚濁防止法 排水基

準」で示した値 

 

・暫定排水基準 

300mg L-1 *（牛房） 

400mg L-1 *（豚房） 

暫定排水基準の対象は

以下の特定施設 

・総面積 50m2以上の

豚房 

・総面積 200m2以上の

牛房 

・総面積 500m2以上の

馬房 

*アンモニア性窒素に

0.4を乗じたもの、亜

硝酸性窒素及び硝酸性

窒素の合計量 

   全窒素 ・一般排水基準 

上記の「水環境 水質

汚濁防止法 排水基

準」で示した値 

 

暫定排水基準の対象は

閉鎖性海域、環境省告

示で指定された湖沼 

に排出する日排水量

50m3以上の養豚事業
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媒体 法令 種別 対象 対象物質 環境基準/排出基準 備考 

・暫定排水基準 

130 mg L-1（日間平均

110 mg/L） 

場 

悪臭防止法 基準 事業場 アンモニア 地域によって異なる  

下水道法 対策推進 事業者 有機態窒素  下水汚泥の減量と再生

利用 

 406 

第３章 持続可能な窒素管理に関する行動計画 

我が国は、これまでの取組の成果により、窒素化合物による大気汚染や水質汚濁407 

は大幅な改善を実現してきた。しかし、一部地域では、地下水の硝酸性窒素・亜硝408 

酸性窒素や湖沼の全窒素の環境基準が未達成の状況が継続している。他方、一部の409 

閉鎖性海域では、栄養塩類の不足による生物多様性・生物生産性への影響が指摘さ410 

れている。また、今後、カーボンニュートラルの実現に向けた燃料アンモニア等の411 

普及拡大が見込まれ、大気環境への排出抑制と両立が必要である。 412 

このように、我が国では、地域ごとに異なる課題があることから、地域の実情に413 

応じた廃棄窒素の削減及び回収・再利用の促進といったきめ細やかな対応による窒414 

素循環の健全化が求められる。 415 

このため、水・大気環境の保全・管理と、脱炭素・資源循環・自然共生との統合416 

的アプローチとして、窒素管理によって社会や地域にメリットをもたらす関係省庁417 

連携プロジェクトを展開する。 418 

また、我が国の知見・経験の国際展開、能力構築、技術移転により、アジア諸国419 

の窒素管理にも貢献していく。 420 

第１節 水・大気環境の保全・管理 

反応性窒素は、水、土壌、大気といった様々な媒体にまたがって存在しているこ421 

とから、持続可能な窒素管理に向けて、まずは包括的な窒素のマテリアルフローを422 

把握し、入口と出口のバランスをおさえた上で、対策を検討することが重要である。 423 

 424 

 １．環境モニタリング 

水・大気環境中の反応性窒素の濃度を把握するため、国・都道府県による常時監425 

視を継続的に実施する。また、持続可能な窒素管理のために、アンモニア等につい426 

て追加的なモニタリングの必要性と実現可能性を検討する。 427 

また、東アジア地域における酸性雨の現状把握やその影響解明に向けて窒素含有428 

物質の湿性沈着や乾性沈着等の常時監視を長年実施する東アジア酸性雨モニタリン429 

グネットワーク（EANET）や研究機関と連携し、反応性窒素の環境中の存在状況の430 

詳細なデータの蓄積と、水・大気・土壌の媒体横断的な挙動の把握を推進する。 431 

 432 
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 ２．排水・排出ガス対策 

水・大気環境への反応性窒素の排出を抑制し、適切に管理するために、水濁法、433 

湖沼水質保全特別措置法、大気汚染防止法、自動車 NOx・PM法等に基づき、排水、434 

排ガスの基準等の遵守の徹底、必要な事業場等における脱窒等の高度処理の推進等435 

により、水質汚濁と大気汚染の防止に取り組む。また、水濁法に基づき、畜産農業436 

等における暫定排水基準が適用されている施設について、排水処理改善等の状況を437 

把握し、水質改善に向けて事業者に引き続き働きかける。 438 

湖沼では、気候変動の影響や生態系の変化を踏まえ、従来からの流入負荷の削減439 

に加えて、物質循環を円滑にすることで水産資源を保全し、水質の保全との両立を440 

図るという考え方へ転換し、湖沼の健全性や物質循環の評価指標等の検討を進める。 441 

閉鎖性海域では、「きれいで豊かな海」の実現に向け、よりきめ細かな海域の状442 

況に応じた水環境管理の在り方について、水質総量削減制度の見直しや地域のニー443 

ズに即した生活環境の保全に関する環境基準の在り方等も含め検討する。さらに、444 

瀬戸内海環境保全特別措置法の一部を改正する法律（令和３年法律第 59 号）の施行445 

後５年を目途に実施される、栄養塩類管理制度を含む法改正事項のフォローアップ446 

に向け、生物多様性・生物生産性の確保に対する栄養塩類管理の効果等について情447 

報収集・調査・研究を進め、より適切な改善対策へとつなげる。 448 

地下水については、対策ガイドラインや解析モデル等を活用し、現状の把握や課449 

題を明確化することで地域の関係者の合意形成を促し、窒素負荷低減のための取組450 

を引き続き推進する。また、これまで実施してきた硝酸性窒素等の地域総合対策に451 

おける課題を整理し、自治体等の自主的な取組が進む方法を検討するとともに、先452 

進取組事例の水平展開を行う。 453 

大気環境については、環境基準達成率が低い光化学オキシダント削減のための454 

「気候変動対策・大気環境改善のための光化学オキシダント総合対策について〈光455 

化学オキシダント対策ワーキングプラン〉」（令和４年１月策定）の実施を通じて、456 

前駆物質である NOx や揮発性有機化合物の対策を含め、科学的知見を基に各種施策457 

を推進する。 458 

 

 

第２節 脱炭素と水・大気環境管理との統合的取組 

栄養塩類の不足が指摘されている一部の閉鎖性海域において、下水処理場の能動459 

的運転管理による省エネルギー効果等を検証しつつ、下水処理場等から栄養塩類を460 

供給し、きれいで豊かな海づくりを進める。 461 

水道水源となりうる河川、湖沼、地下水の水質を改善することは重要であるため、462 

家畜排せつ物等のメタン発酵により、副生成物として発生する発酵残さの肥料利用463 

及び適切な処理を検討しつつ、バイオガス化によるエネルギー利用を推進し、土壌、464 

地下水等への過剰な窒素の排出を抑制する対策を進める。 465 



26 

 

今後拡大が見込まれる火力発電、工業炉や船舶での燃料や水素キャリア等の用途466 

でのアンモニアなどの開発・利用に当たり、NOx や N2O の排出量を増加させない技467 

術等の活用や開発・導入を促進する。また、未燃アンモニア対策を進めるとともに、468 

アンモニアも含めた周辺環境モニタリングを実施することなどにより、地域の大気469 

環境とも調和しつつ、脱炭素化に寄与するアンモニア等の普及拡大を進める。 470 

電動車等のよりクリーンな自動車への代替を促進する。 471 

温室効果ガスである N2O 排出削減に向けて、農業分野では、窒素肥料の使用量の472 

低減、作物の成長段階に合わせた肥効技術、肥料の効率利用に向けた硝酸化成の抑473 

制、脱窒反応の促進、N2O 抑制技術の開発・普及に取り組む。また、下水及び排水474 

の処理や廃棄物等の焼却による排出については、実態調査による知見の収集や燃焼475 

の高度化等の N2O発生抑制技術の実用化及び普及を促進する。 476 

省エネルギー効果や N2O 排出削減効果を検証し、地域にメリットをもたらす J-ク477 

レジット制度の活用を推進する。 478 

 

第３節 資源循環と水・大気環境管理との統合的取組 

みどりの食料システム戦略に基づき、化学肥料使用量の低減目標に向けて、適正479 

施肥を促進するとともに、肥料の原料供給事業者、肥料製造事業者、肥料利用者の480 

連携づくりや、下水道管理者等も含め、必要な施設整備等を推進する。また、都道481 

府県等が作成する施肥基準等の遵守や、特に農畜産業由来の汚濁負荷が著しい地域482 

においては、土壌診断およびそれを踏まえた施肥設計を推進することなどにより、483 

土地の性質に応じた適正な量の肥料を与えることによって、家畜排せつ物の管理484 

（処理や保管）の適正化も図りつつ、大気、水域等への過剰な窒素の排出を抑制す485 

る。 486 

富栄養化が課題の湖沼において、底泥資源の有効利用に向けた取組を検討する。 487 

排水処理の過程におけるアンモニア性窒素及び硝酸性窒素からのアンモニアや硝488 

酸等の回収に関する技術開発を促進し、回収量を増やすための取組に努めるととも489 

に、回収した物質の利用先の確保等、窒素サプライチェーンの構築を検討する。ま490 

た、堆肥や下水汚泥資源等の肥料やエネルギー利用等としての利用拡大に向けて、491 

堆肥製造時のアンモニア揮散についての対策（アンモニア排出実態の把握、脱臭技492 

術の普及拡大、アンモニア回収技術の開発、回収したアンモニアの再利用先の検討493 

等）を検討する。 494 

食料品の廃棄に伴う窒素の過剰な環境排出を低減するため、食品関連事業者は食495 

品ロス削減推進法及び食品リサイクル法に基づき、食品ロスの削減に取り組むとと496 

もに、食品循環資源の再生利用等の実施について、食品循環資源の豊かな栄養価を497 

最も有効活用できる飼料化や肥料化を優先し、推進する。 498 

事業者が窒素負荷低減に取り組むことの優位性の確保や、消費者による窒素負荷499 

低減商品へのニーズを生み出していくため、食料生産において窒素負荷低減に取り500 
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組んだ事業者が、その成果を可視化し、消費者に周知できる仕組みを検討する。 501 

加えて、食料の調理供給、販売に関わる事業者（レストラン、ホテル、コンビニ502 

エンスストア、スーパー等）や、国際会議等の MICE5を開催する事業者（自治体の503 

コンベンションセンター、自治体職員、旅行会社等）が、窒素負荷低減製品を積極504 

的に選択するようなインセンティブ施策や制度を検討する。一般消費者に対しても、505 

窒素負荷低減製品の有用性を周知していくことにより、意識の向上によるエシカル506 

消費を推進し、窒素負荷低減製品の普及促進を図る。 507 

 

第４節 自然共生と水・大気環境管理との統合的取組 

窒素・リン等の栄養塩類は、生命の維持に欠かせず、生物の豊かな海に不可欠で508 

ある。一方、過剰な窒素等は湖沼や海域の富栄養化などを引き起こす原因となりえ509 

る。2022 年 12 月の生物多様性条約第 15 回締約国会議で採択された昆明・モントリ510 

オール生物多様性枠組では、ターゲット 7において、環境中に流出する過剰な栄養素511 

の半減が掲げられた。また、水域等の生態系保全には窒素・リン等の栄養塩類と炭512 

素のバランスを考慮することも重要である。このようなことから、我が国としては、513 

窒素循環など物質収支の観点も含めた自然生態系の診断、また国際的な視野に立っ514 

て自然環境や資源の持続可能な利用の実現に努力する必要がある。 515 

栄養塩類の不足が指摘されている一部の閉鎖性海域において、地域の合意のもと516 

に、下水処理場における栄養塩類の能動的運転管理を行うとともに、沿岸域におい517 

てブルーカーボン機能も期待される藻場・干潟の保全・再生等の取組を行い、きれ518 

いで豊かな海づくりを進める。 519 

また、民間企業や金融機関が自然資本及び生物多様性に関するリスクや機会を適520 

切に評価して開示するための枠組みを構築する自然関連財務情報開示タスクフォー521 

ス（TNFD）のグローバル中核開示指標である「温室効果ガス（GHG）以外の大気汚522 

染物質総量」の対象物質には、NOx、アンモニアが含まれる。こうした動向等を踏523 

まえ、LCA 評価を含む適切な窒素管理に取り組む民間企業の情報開示が企業価値や524 

事業継続性の向上につながるよう、必要な施策を検討する。 525 

 

第５節 窒素管理に関する意識向上 

持続可能な農業生産に向けた化学肥料の使用低減及び肥料原料となる天然資源が526 

殆どない我が国における国内資源の肥料利用の重要性について関係者の理解醸成を527 

図るため、国内資源の肥料利用の先進事例等の情報提供、関係者間の情報交換や連528 

携作りの場となるフォーラム等を実施する。 529 

 

 
5 企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（Incentive Travel）、国際機関・団体、学

会等が行う国際会議（Convention）、展示会・見本市、イベント（Exhibition/Event）の頭文字のこと

であり、多くの集客交流が見込まれるビジネスイベント等の総称。（国土交通省観光庁より引用） 
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事業者による窒素負荷低減に資する取組の拡大や、消費者が窒素負荷低減製品を530 

選択するエシカル消費等を推進するため、研究機関等とも連携し、セミナーやシン531 

ポジウム、食育活動等を含めた手法を検討し、消費者や企業の意識向上の取組を推532 

進する。 533 

 

第６節 窒素管理に関する能力構築 

既存の国際協力の枠組を活用し、アジア諸国の窒素管理にも貢献するため、アジ534 

ア 13 カ国が参加し、酸性雨や大気汚染物質のモニタリングに関して地域協力を進め535 

る東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）や、アジア 13カ国が参加し、536 

水関係の法制度の改善、運用や排水管理の強化等、各国の水環境ガバナンス強化を537 

進めるアジア水環境パートナーシップ（WEPA）の活動により、窒素管理に関する538 

我が国の知識・経験の国際展開、行政官の能力構築等を推進する。 539 

また、関係国際機関と連携しつつ、我が国がアジア地域で実施する大気環境改善540 

と気候変動緩和のコベネフィット関連事業や、我が国の民間企業の水環境改善技術541 

の現地実証を行うアジア水環境改善モデル事業により、我が国の水・大気環境改善542 

技術の海外展開を促進する。 543 

 

第７節 窒素管理のための公共投資 

本行動計画に記載の取組等の実施に必要な予算を計上し、持続可能な窒素管理を544 

推進する。 545 

また、過剰な廃棄窒素の削減のため、施肥量低減技術の開発や導入、堆肥化処理546 

施設等のハードインフラの技術開発・整備、関連する実証・試験の実施等を推進す547 

る。 548 

 

第８節 窒素管理に関する科学技術の進展 

今後、持続可能な窒素管理の取組をさらに進展させるため、関連する研究機関に549 

おいて、反応性窒素が環境中に排出される前の回収と有効利用、窒素負荷の可視化550 

の研究や環境中に排出された窒素の循環等、科学的知見の集積、窒素のインベント551 

リの精緻化と継続的な更新方法の検討、窒素負荷を事業者が自ら把握・評価できる552 

ライフサイクルアセスメント（LCA）手法の構築、窒素サプライチェーンの構築を553 

見据えた技術開発の進展が期待される。研究機関と行政機関相互の情報共有を促進554 

することで、反応性窒素のロス削減に資する知見や技術の蓄積をするなど、施策の555 

検討や検証の基盤となるデータの収集や分析を行う。また、環境研究推進費におけ556 

る行政ニーズの提案、民間企業や研究機関による新しい測定法や対策技術等の検557 

討・開発を促進するような仕組みの検討を始めとする方策により、窒素管理に関わ558 

る若手研究者等の人材育成、技術開発・継承を促進する。 559 
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また、EANET は、東アジア地域で長年にわたり湿性沈着、乾性沈着、土壌、植生、560 

陸水、集水域のモニタリングを実施しており、反応性窒素に関する多くのモニタリ561 

ングデータや知見・経験を有していることから、これらを有効活用し、窒素のイン562 

ベントリの精緻化に貢献するとともに、窒素沈着量の評価、発生源解析等、対策に563 

つながる検討を進める。 564 

さらに、内湾及び後背地の流域、あるいは陸域での窒素循環など物質収支の観点565 

も含め、窒素管理と生物多様性保全の関係に係る調査研究を実施して科学的知見の566 

充実を図り、藻場・干潟の保全・再生に関する施策、ブルーカーボンに係る取組等567 

への反映を進める。 568 

 

第４章 行動計画のフォローアップ 

行動計画の実施状況は、関係省庁で連携して適宜フォローアップを行う。また、569 

我が国の窒素収支や窒素のインベントリを適宜更新することで、国内の窒素管理に570 

関する状況を把握する。 571 

また、今後の持続可能な窒素管理に関する国際的な議論の動向や、我が国の関連572 

する取組の進捗、その他環境の状況や社会経済の変化等に対応し、必要に応じて、573 

関係省庁間での協議を踏まえて、行動計画の見直しを行う。 574 

 575 

  576 
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持続可能な窒素管理に関する関係省庁連絡会議 構成員 577 

 578 

厚生労働省 
健康・生活衛生局 水道課長 

(※組織移管のため、令和６年３月まで構成員として参加) 

農林水産省 大臣官房 環境バイオマス政策課長 

経済産業省 
資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 

 水素・アンモニア課長 

国土交通省 総合政策局 環境政策課長 

環境省 水・大気環境局 環境管理課長（議長） 

事務局：環境省 水・大気環境局 環境管理課 579 

 580 

 581 

  582 
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